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第１章 総則 

 

（適用範囲） 

第１条 この特記仕様書は、千葉県企業局（以下「当局」という。）が発注する「都計道関連

園生給水場４号配水池撤去工事」（以下「本工事」という。）に適用するものとする。 

 

（適用基準） 

第２条 本工事の施工に当たっては、契約書、本特記仕様書及び設計図書の他、当局の「水道

工事標準仕様書」及び「水道工事施工管理基準」、千葉県の「土木工事共通仕様書」及び

「土木工事施工管理基準」、その他本工事に関連する各種指針並びに関係諸法律、法令、条

例、規則等（以下「設計図書等」という。）によって施工するものとし、設計図書等は最新

のものを用いるものとする。 

 

（工事場所） 

第３条 工事場所は、以下のとおりである。 

千葉市稲毛区園生町２５３ 園生給水場内 

 

（工期） 

第４条 本工事の工期は雨天、休日等を見込み、契約日の翌日から３９０日間とする。 

なお、工期には、施工に必要な実日数（実作業日数）以外に以下の事項を見込んでいる。 

準備期間 ３０ 日間  

後片付け期間 ２０ 日間  

稼働率 

※休日と天候等による作業不能日を含めた実作業日数を算出するための

係数（実作業日数／稼働率＝実作業日数＋不稼働日） 

０．５７０  

休日（土日、祝日、年末年始休暇及び夏期休暇） １１９ 日間  

その他の不稼働日 － 

 

（作業区分） 

第５条 本工事の作業区分は以下によるものとする。 

  作業区分      施  工  区  分 

  昼間作業 全ての工事 

  夜間作業           ― 

ただし、上記区分に変更を要する場合は監督職員の承諾を得るものとする。 
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（工事カルテ） 

第６条 受注者は、受注時または変更時において工事請負代金額が５００万円以上の工事につ

いて、工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事

実績情報として「登録のための確認のお願い」を作成し監督職員の確認を受けた上、受注時

は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に、登録内容の変更は変更があった日

から土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜日、

祝日等を除き１０日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請をしなければならない。 

２ 変更登録は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金のみ変更の

場合は、原則として登録を必要としない。 

  また、登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際には、速やかに監督職員に

提出しなければならない。なお、変更時と工事完成時の間が１０日間に満たない場合は、変

更時の提出を省略できるものとする。 

 

（提出書類） 

第７条 受注者は指定の期日までに、当局の定める様式により次の書類を提出すること。ただ

し、監督職員が必要であると認めた場合には、別に提出させることがある。 

提出した書類に変更が生じた場合は、直ちに変更届を提出すること。 

工事関係書類は監督職員の点検を受けられるよう、常に整備しておくこと。 

２ 受注者は、監理技術者、主任技術者及び現場代理人の届出書（経歴書を含む）を提出する

こと。 

３ 受注者は、契約書に基づく所定の工程表のほか、施工の進捗状況を把握するための三週工

程表を作成し、提出するものとする。 

４ 受注者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等について、次の

事項を記載した施工計画書を監督職員に提出するとともに、その内容を遵守し工事の施工に

当たらなければならない。また、監督職員がその他の項目について補足を求めた場合は、追

記するものとする。 

（１） 工事概要 （２）計画工程表 （３）現場組織表 （４）指定機械 

（５） 主要機械 （６）主要資材 

（７） 施工方法（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む。） 

（８） 施工管理計画（品質管理、工程管理、出来形管理） 

（９） 安全管理（安全研修訓練を含む。） （10） 緊急時の体制及び対応 

（11） 交通管理 （12） 環境対策 （13） 現場作業環境の整備 

（14） 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 （15） その他 

５ 提出した施工計画書と工事の施工方法及び施工内容等を変更しようとする場合は、変更施 

 工計画書を監督職員に提出してから工事に着手すること。 

６ 受注者は、必要に応じて、監督職員との打合わせ内容を記録した議事録を作成し、提出す

るものとする。 
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７ 工事に使用する材料は、各種試験成績書等の関係書類を添えて材料承認願を提出し、監督

職員の承諾を受けなければならない。 

８ 工事に使用する材料で製作加工等を必要とするものは、その製作加工図を提出し、監督職

員の承諾を受けなければならない。 

９ 仕様書、設計書及び設計図に記載していない特殊製品又は材料を使用する場合は、その資

料となる関係書類を添えて材料承認願を提出し、監督職員の承諾を受けなければならない。 

10 受注者は、発注者の求めに従い、当初数量からの増減が比較できる変更数量表を作成し、

速やかに報告しなければならない。 

11 工事完了後に提出する工事完成図は、現場を完全に網羅したものでなければならない。 

12 受注者は工事完了後、当局の「水道工事標準仕様書」に指示する形式により工事完成図を

作成し、提出しなければならない。 

また、工事完成図の他、必要に応じて、取扱書その他維持管理に必要な書類を添付しなけ

ればならない。 

 

（設計図書の照査等） 

第８条 受注者は、施工前及び施工途中において自らの負担により契約書第１９条第１項第１

号から第５号に係る設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督職員にその事

実が確認できる資料を書面により提出し、確認を求めなければならない。 

２ 設計図書に疑義が生じた場合は監督職員の指示によるものとする。また、設計図書と関係

法令等との間に差異がある場合又は生じた場合には遅滞なく監督職員に内容について報告す

ると共に、対応について指示を受けること。 

 

（履行報告） 

第９条 受注者は、履行報告書（月報）を遅滞なく提出しなければならない。 

報告を要するものは次のとおりである。 

  （１）作業進捗状況 

  （２）その他当局が必要とする資料 

 

（建設業退職金共済制度） 

第１０条 １件５００万円以上の建設工事請負契約をした場合は、勤労者退職金共済機構の建

設業退職金共済事業本部の掛け金収納書（発注官公署等用）を貼付した「建設業退職金共済

証紙購入状況報告書」を工事請負契約締結後１ヵ月以内に提出すること。 

なお、報告書を期限内に提出できない受注者は、「建設業退職金共済証紙購入状況遅延報

告書」を提出すること。 

２ 工事の一部を下請業者に施工させた場合は、下請業者の「建設業退職金共済制度」への加

入及び共済手帳への貼付の促進に努めること。 
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３ 工事現場事務所及び工事現場の出入り口等の見やすい場所に「建設業退職金共済制度適用

事業主工事現場」標識、シールを掲示すること。 

 

（施設内の立入規制） 

第１１条 受注者は、工事期間中、給水場内の施設に許可無く立ち入ってはならない。工事施

工上、給水場内の施設へ立ち入る必要がある場合は、あらかじめ書面により監督職員の承諾

を得た上で立ち入るものとする。なお、緊急を要する場合はこの限りではない。 

 

（地元対応） 

第１２条 受注者は、地元対策について十分に配慮し、トラブルの原因を作らないよう努めな

ければならない。なお、苦情等が発生した場合は、直ちに監督職員に報告するとともに、誠

意ある対応をしなければならない。 

 

（交通の安全確保） 

第１３条 受注者は、工事の施工に当たり「道路工事保安施設設置基準」（国土交通省）に基

づき適切な交通管理を行い、安全確保に万全を期さなければならない。 

２ 配置する交通誘導員は、次表のとおり配置するものとする。ただし、配置人員の変更が必

要になった場合は、監督職員と協議するものとする。 

配置場所 交通誘導員Ｂ 作業区分 

現場出入口 

（車両誘導、歩行者誘導） 
１人 昼間作業 

３．資材の搬出・搬入時は、公道の出入口等の安全確保に努めなければならない。 

 

（工事支障物件） 

第１４条 本工事の施工箇所には既設管類が埋設されている可能性があるため、施工にあたっ

ては損傷防止および工事中の安全確保に万全を期すこと。 

 

（施工体制の確保） 

第１５条 受注者は、本工事の種別に応じて専門の技術者を適切に配置し、工事目的物の品質

を確保するための施工体制を整備しなければならない。 

 

（段階確認） 

第１６条 受注者は、以下の工種の施工段階においては、段階確認を受けなければならない。

この際、受注者は、工種、細別、確認の予定時期を監督職員に書面により報告しなければな

らない。ただし、段階確認の実施時期及び実施箇所は監督職員が定めるものとする。 
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種別 細別 確認時期 

土工（掘削）  土質の変化した時 

杭引抜工 杭引抜 施工時、施工完了時 

杭抜孔埋戻し 施工時、施工完了時 

構造物撤去工 配水池取壊し 先行取壊し範囲施工完了時 

後行取壊し範囲施工完了時 

その他、共通仕様書に基づく項目   

２ 段階確認は該当工種の出来形確認及び技術的確認を行うものであり、給付の対象とはしな

い。 

 

（建設副産物） 

第１７条 共通事項 

 （１）「千葉県建設リサイクル推進計画２０１６ガイドライン」に基づき、本工事に係る

「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」を「コブリス・プラス」（旧

「建設副産物情報交換システム（ＣＯＢＲＩＳ）」）により作成し、施工計画書に含め

各１部提出すること。また、計画の実施状況（実績）については、「再生資源利用実施

書」及び「再生資源利用促進実施書」並びに「コブリス・プラス登録済確認書」を同シ

ステムにより作成し、各１部提出すること。なお、これらの計画及び実施状況の記録を

工事完成後５年間保存すること。 

◎作成対象工事 

「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」は請負金額が、「再生資源利

用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」並びに「コブリス・プラス登録済確認書」

は最終請負金額が１００万円以上の全ての工事について建設資材の利用、建設副産物の

発生・搬出の有無にかかわらず作成すること。なお、建設資材の搬入量又は建設副産物

の搬出量が一定規模以上となる場合は、法令等に基づき「再生資源利用計画書」又は

「再生資源利用促進計画書」を、それぞれ工事現場の見やすい場所に掲示し、公衆の閲

覧に供すること。 

（２）「建設副産物の処理基準及び再生資材の利用基準」に基づき、建設副産物の処理に先

立ち、「建設副産物処理承認申請書」を作成し、監督職員の確認を受け、同申請書を１

部提出すること。なお、建設廃棄物の処理を委託する場合は、収集運搬又は処分につい

て許可業者と各々建設廃棄物処理契約を締結し、「建設廃棄物処理委託契約書」を監督

職員に提示するとともに、同契約書の写しを同申請書に添付すること。建設副産物の処

理完了後速やかに、「建設副産物処理調書」を作成し、１部提出するとともに、実際に

要した処理費等を証明する資料（受入伝票、写真等）を監督職員に提示し確認を受ける

こと。 

（３）建設廃棄物の処理に当たって、産業廃棄物管理票制度に基づく紙マニフェスト方式

による場合は、原則として複写式伝票の D 票及び E 票を提示すること。また、電子マ
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ニフェスト方式による場合は、原則として廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づ

き指定された情報処理センターが発行する当該工事のマニフェスト情報を提示するこ

と。 

 

２ 建設廃棄物 

 指定処分Ａ 

本工事により発生する 

１）アスファルト・コンクリート塊（6.4t）は、千葉市稲毛区六方町地先、片道 

運搬距離４．６㎞の前田道路㈱千葉合材工場に運搬し、処理するものとする。 

２）舗装版切断排水（2.9 ㎏）は、八千代市上高野地先、片道運搬距離１２．１㎞の㈱

ＴＯＡシブルに運搬し、処理するものとする。 

３）コンクリート塊（ 3 , 7 4 6 . 3 t ）は、 千葉市稲毛区六方町地先、片道 

運搬距離４．６㎞の前田道路㈱千葉合材工場に運搬し、処理するものとする。 

４）撤去材・残管（15.5t）は、千葉市若葉区中野町地先、片道運搬距離

２２．３㎞の㈲巴山商会に運搬し、処理するものとする。 

５）建設混合廃棄物（1.3ｍ3）は、四街道市吉岡地先、片道運搬距離 11.7 ㎞の㈱鈴亀

に運搬し、処理するものとする。 

６）廃プラスチック（0.05ｍ3）は、四街道市吉岡地先、片道運搬距離 11.7 ㎞の㈱鈴亀

に運搬し、処理するものとする。 

なお、運搬に先立ち受け入れ条件等を確認し、監督職員に報告するものとする。工事発

注後、事情により上記の指定処理により難い場合は、監督職員と協議するものとする。 

 

３ スクラップ（有価物） 

 指定処分Ｂ 

本工事により発生する有価物の処分先については監督職員に報告するものとする。 

 

（刈草の処理） 

第１８条 本工事の準備工により発生する刈草（0.23t）は、千葉市中央区生実町地先、片道

運搬距離１２．７㎞の㈱グリーンアース 千葉キャピタルバイオマスセンターに運搬し、処

理するものとする。 

 

（建設リサイクル法に関する事項） 

第１９条 特定建設資材の分別解体等・再資源化等の適正な措置 

（１）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０

４号）」以下「建設リサイクル法」という。）に基づく対象建設工事であり、分別解体

等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた工事である。 

（２）受注者は、特定建設資材廃棄物が発生し、再資源化等が完了したときは、建設リサイ
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クル法第１８条の規定により、以下の事項を書面に記載し、監督職員に報告することと

する。 

・再資源化等が完了した年月日 

・再資源化等をした施設の名称及び所在地 

・再資源化等に要した費用 

なお、その書面は「建設副産物情報交換システム（ＣＯＢＲＩＳ）」を用いて登録・

作成した「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」によることができる。 

２ 請け負おうとする建設業を営む者からの事前説明に関する事項 

（１）「建設リサイクル法第１２条」の規定により、対象建設工事を請け負おうとする建設

業を営む者は、発注者に対し、『「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建

設リサイクル 10 法）」の施行に伴う公共工事の取扱い』で定める「法第１２条第１項

に基づく書面」を交付し説明を行うこととする。 

（２）書面の交付は、契約に先立って行うこととする。 

 

（再生資源利用計画） 

第２０条 受注者は、コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファ

ルト混合物等を工事現場に搬入する場合には、法令等に基づき、再生資材利用計画を作成し、

施工計画書に含め監督職員に写しを提出しなければならない。 

また、受注者は、法令等に基づき、再生資源利用計画を工事現場の公衆が見やすい場所に

掲げなければならない。 

 

（再生資源利用促進計画） 

第２１条 受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発

生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物等を工事現場から搬出する場合には、法令等に基づ

き、再生資源利用促進計画を作成し、施工計画書に含め監督職員に写しを提出しなければな

らない。 

また、受注者は、法令等に基づき、再生資源利用促進計画を工事現場の公衆が見やすい場

所に掲げなければならない。 

 

（高度技術・創意工夫・社会性等に関する実施状況） 

第２２条 受注者は、工事施工において自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、又

は地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完了時までに所定の

様式により提出することができるものとする。 

 

（保安及び衛生） 

第２３条 工事現場の管理は「労働基準法」、「労働安全衛生規則」その他関係法令に従って

適当な諸施設とし、火災、盗難その他事故防止に注意しなければならない。 



 9

２ 現場内は常に整理整頓し、清潔さを保持するよう努めなければならない。 

３ 工事は昼間行うことを原則とするが、現場の状況によりやむなく夜間作業を行う場合は、

あらかじめ監督職員の許可を得るとともに、照明その他の保安設備を設けなければならない。 

４ 受注者は、工事施工のため交通を禁止あるいは規制する必要があるときは、関係官公署と

十分協議して指示を得て必要な箇所に指定の標示をするとともに、事故防止に万全を期さな

ければならない。 

５ 稼働中の給水場内に立ち入る工事関係者は、「水道法」第２１条に規定する健康診断（お

おむね１年毎の腸内細菌検査）を実施し、結果を監督職員に報告すること。なお、保菌者は

水道施設内での業務に携わることはできない。 

 

（安全・訓練等の実施） 

第２４条 受注者は、本工事の施工に際し、現場に即した安全・訓練等について、原則として

作業員全員の参加により、月当たり半日以上の時間を割り当て、次の各項目から実施内容を

選択し、安全・訓練等を実施するものとする。 

（１）安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育 

（２）本工事内容等の周知徹底 

（３）工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底 

（４）本工事における災害対策訓練 

（５）本工事現場で予想される事故対策 

（６）その他、安全・訓練等として必要な事項 

２ 施工計画書に安全・訓練等の具体的な計画を記載し、監督職員に提出するものとする。 

３ 受注者は安全・訓練等の実施状況を適宜当局に報告するものとする。 

 

（工事中の安全確保） 

第２５条 受注者は、「労働基準法」、「労働安全衛生規則」その他関係法令に従い、作業員

の監督、風紀、衛生上の取締り並びに火災、盗難、その他事故防止について十分注意しなけ

ればならない。 

２ 工事施工場所を明示する標識、及び現場の安全維持に必要な設備を設けなければならない。 

３ 工事現場内に関係者以外の者が立ち入ることがないよう、万全を期さなければならない。 

４ 台風、豪雨等風水害に対する万全の措置を講じなければならない。 

 

（環境対策） 

第２６条 本工事で使用する軽油については、ＪＩＳ規格軽油を使用すること。 

受注者は、県税事務所がその他の機関と合同で行う建設機械及び本工事に係る車両等を対

象とする燃料の抜き取り調査に対しては、監督職員の指示により協力しなければならない。 
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（対外補償及び保護） 

第２７条 工事中は当該工事関係者以外の第三者、道路（公道）等に損傷を与えぬよう注意し

なければならない。万一損傷を与えた場合は、受注者の費用をもって補償又は原形に復する

ものとする。 

 

（既存施設等の保護） 

第２８条 施工に当たっては、稼働している水道施設等に損傷を与えぬよう十分な注意を払わ

なければならない。万一、水道施設等に損傷を与えた場合は、受注者の費用をもって補償又

は原形に復するものとする。 

 

（事前準備） 

第２９条 受注者は、施工に先立ち現場の状況、形状、寸法等の調査及び測量を行い、設計図

書との整合性を確認しなければならない。なお、調査の結果が設計図書に示されている数値

と差異を生じた場合は、調査結果を監督職員に提出し指示を受けなければならない。 

 

（電子納品） 

第３０条 本工事は、電子納品対象工事とする。電子納品とは、調査、設計、工事等の各業務

段階の最終成果を電子データで納品することをいう。ここでいう電子データとは「工事完成

図書の電子納品要領（案）」（以下「要領」という。）に示されたファイルフォーマットに

基づいて作成されたものを指す。 

２ 成果品は、「要領」に基づいて作成した電子データを、電子媒体で正副２部提出する。

「要領」で特に記載がない項目については、原則として電子データを提出する義務はないが、

「要領」の解釈に疑義がある場合は監督職員と協議の上、電子化の是非を決定する。 

なお、電子納品の運用に当たっては、「千葉県企業局電子納品運用ガイドライン（案）

（平成２８年１月）」を参考に実施すること。 

３ 成果品の提出の際には、国土交通省の電子納品チェックシステムによるチェックを行い、

事前協議でエラーチェックの対象から除外された以外の項目についてエラーが無いことを確

認した後、ウィルス対策を実施したうえで提出すること。 

 

（デジタル工事写真の小黒板情報電子化について） 

第３１条 デジタル工事写真の小黒板情報電子化は、受発注者双方の業務効率化を目的に、被

写体画像の撮影と同時に工事写真における小黒板の記載情報の電子的記入および、工事写真

の信憑性確認を行うことにより、現場撮影の省力化、写真整理の効率化、工事写真の改ざん

防止を図るものである。 

本工事でデジタル工事写真の小黒板情報電子化を行う場合は、工事契約後、監督職員の承

諾を得たうえでデジタル工事写真の小黒板情報電子化対象工事（以降、「対象工事」と称す
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る）とすることができる。対象工事では、以下の１から４の全てを実施することとする。 

１ 対象機器の導入 

受注者は、デジタル工事写真の小黒板情報電子化の導入に必要な機器・ソフトウェア等 

（以降、「使用機器」と称する）については、写真管理基準「３．(2)撮影方法」に示

す項目の電子的記入ができること、かつ信憑性確認（改ざん検知機能）を有するものを

使用することとする。なお、信憑性確認（改ざん検知機能）は、「電子政府における調

達のために参照すべき暗号のリスト(CRYPTREC 暗号リスト)」（URL「https://www.cryp

trec.go.jp/list.html」）に記載している技術を使用していること。また、受注者は監

督職員に対し、工事着手前に、本工事での使用機器について提示するものとする。 

なお、使用機器の事例として、URL「http://www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharing/index.

html」記載の「デジタル工事写真の小黒板情報電子化対応ソフトウェア」を参照された

い。ただし、この使用機器の事例からの選定に限定するものではない。 

２ デジタル工事写真における小黒板情報の電子的記入 

受注者は、同条１．の使用機器を用いてデジタル工事写真を撮影する場合は、被写体と

小黒板情報を電子画像として同時に記録してもよい。小黒板情報の電子的記入を行う項

目は、写真管理基準（令和７年度版）「３.（２）撮影方法」による。 

ただし、対象工事において、高温多湿、粉じん等の現場条件の影響により、対象機器の

使用が困難な工種については、使用機器の利用を限定するものではない。 

３ 小黒板情報の電子的記入の取扱い 

本工事の工事写真の取扱いは、写真管理基準（令和７年度版）及びデジタル写真管理情

報基準（令和５年３月）に準ずるが、同条２．に示す小黒板情報の電子的記入について

は、デジタル写真管理情報基準（令和５年３月）「６．写真編集等」で規定されている

写真編集には該当しない。 

４ 小黒板情報の電子的記入を行った写真の納品 

受注者は、同条２．に示す小黒板情報の電子的記入を行った写真（以下、「小黒板情報

電子化写真」と称する。）を、工事完成時に監督職員へ納品するものとする。なお納品

時に、受注者は URL（http://www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharing/index.html）のチェ

ックシステム（信憑性チェックツール）又はチェックシステム（信憑性チェックツー

ル）を搭載した写真管理ソフトウェアや工事写真ビューアソフトを用いて、小黒板情報

電子化写真の信憑性確認を行い、その結果を併せて監督職員へ「工事打合せ簿」等によ

り提出するものとする。なお、提出された信憑性確認の結果を、監督職員が確認するこ

とがある。 

 

（専任特例２号の場合の監理技術者の配置） 

第３２条 本工事は、建設業法第２６条第３項第２号による場合の監理技術者の配置は認めな

い。 
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（週休２日制適用工事【現場閉所による週休２日工事】） 

第３３条 本工事は、週休２日制適用工事である。 

２ 受注者は、現場閉所による週休２日工事として取り組むこと。なお、予定価格には月単位

の週休２日（４週８休以上）達成相当の経費を補正している。 

３ 受注者が週休２日交替制工事を希望するときは、受発注者間で協議し週休２日交替制工事

に変更することができる。 

４ 受注者が、工事着手前に完全週休２日（土日）の取組を希望し、かつ対象期間内において

完全週休２日（土日）相当を達成した場合は、経費に補正係数を乗じ変更するものとする。 

５ 週休２日制の実施にあたっては、「週休２日制適用工事実施要領（千葉県企業局水道事

業）」に基づき行うこと。 

 

（熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行工事） 

第３４条 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費の補正を試行する対象工事とする。 

２ 受注者は、契約後速やかに、本試行の適用について、監督職員と協議すること。 

３ 工事の実施に当たっては、「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行要領（千 

葉県企業局水道事業）」に基づき行うこと。 

 

（個人情報等の取扱い） 

第３５条 受注者は、本工事を完成するために必要な個人情報等の取り扱いについて、安全性

の確保に努め「個人情報等取扱特記事項（別記）」を遵守しなければならない。 

 

（設計変更等） 

第３６条 設計変更等については、契約書第１９条から第２６条及び水道工事標準仕様書共通

編１．１．１１から１．１．１３に記載しているところであるが、その具体的な考え方や手

続きについては、「土木工事請負契約における設計変更等ガイドライン（総合版）（千葉県

県土整備部）」によることとする。 

 

（法定外の労災保険の付保） 

第３７条 本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。 

 

（千葉県建設キャリアアップシステム活用工事） 

第３８条 本工事は、千葉県建設キャリアアップシステム活用工事の対象工事とする。 

２ 受注者は、契約の締結後、工事着手前にＣＣＵＳ活用の希望の有無について、監督職員と

協議すること。 

３ 工事の実施に当たっては、「千葉県建設キャリアアップシステム活用工事試行要領 （千

葉県企業局水道事業）」に基づき行うこと。 



 13

 

（遠隔臨場） 

第３９条 本工事について遠隔臨場の試行を希望する場合は、発注者と協議し、試行可能と回

答が得られた場合は「遠隔臨場試行工事（発注者指定型）」とすることができる。 

1. 建設現場の遠隔臨場に関する試行工事 

「建設現場の遠隔臨場に関する試行工事（以下、「本試行工事」という。）」は、受注者に

おける「段階確認に伴う手待ち時間の削減や確認書類の簡素化」や発注者（監督員）におけ

る「現場臨場の削減による効率的な時間の活用」等を目指し、動画撮影用のカメラ（ウェア

ラブルカメラ等）とWeb 会議システム等を使用して「段階確認」、「材料確認」と「立会」

の遠隔臨場を行うものである。なお、本試行工事は『建設現場の遠隔臨場に関する試行要

領』の内容に従い実施する。 

2. 内容 

（1）段階確認・材料確認、立会での確認 

①受注者が動画撮影用のカメラ（ウェアラブルカメラ等）により撮影した映像と音声をス 

マートフォン向けのTV 電話やWeb 会議システムを利用しながら確認するものである。試

行内容については、受注者との協議により実施するものとする。 

②ウェアラブルカメラとは、ヘルメットや体に装着や着用可能（ウェアラブル；Wearable）

なデジタルカメラの総称であり使用製品を限定するものではない。一般的な Android や

i-Phone 等のモバイル端末を使用することも可能である。なお、動画撮影用のカメラ 

（ウェアラブルカメラ等）の使用は、「段階確認」、「材料確認」と「立会」だけではな

く、現場不一致、事故などの報告時等でも活用効果が期待されることから、受注者の創意

工夫等、自発的に実施する行為を妨げるものではない。 

（2）機器の準備 

本試行工事に要する動画撮影用のカメラ（ウェアラブルカメラ等）やWeb 会議システム等は

受注者が手配、設置するものとし、発注者側にて準備している動画撮影用のカメラ（ウェア

ラブルカメラ等）や既に使用しているWeb 会議システム等を含め詳細については、監督職員

と協議し決定するものとする。 

（3）効果の検証 

本試行工事を通じた効果の検証及び課題の抽出に関するアンケート調査に協力するものとす

る。詳細は、監督職員の指示による。 

（4）費用 

本試行に要する費用は、工事実施に必要な施工管理費として、全必要額を技術管理費に積み

上げ計上し、設計変更するものとする。 

 

なお、機器の手配は、基本的にはリースとし、その賃料を計上するが、やむを得ず購入せざ

るを得ない機器がある場合には、その購入費に機器の耐用年数に対する使用期間割合を乗じ

た分を計上することとする。また、受注者が所持する機器を使用する場合も、同様の考え方
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とする。 

（中東情勢の変化等による建設資材の流通状況を踏まえた設計変更） 

第４０条 本工事は、供給の偏りや流通の目詰まりにより入手が困難となっているナフサを由

来とする建設資材(以下、「調達検討資材」)の調達に必要となる経費 (以下、「別途調達経

費」)について、設計変更を行う対象工事である。 

２ 受注者は、調達検討資材について別途調達経費が必要となる場合には、事前に監督職員と

協議するものとする。なお、別途調達経費が必要となる場合とは、以下を想定している。 

① 調達検討資材の代替資材を調達した場合 

② 調達検討資材の流通経路を見直して調達した場合 

③  調達検討資材を調達した場合(ただし別途調達経費を含む) 

３ 受注者は、別途調達経費に係る証明書類(実際の取引伝票等)を監督職員に提出するものと

し、その別途調達経費については設計変更の対象とする。 

 

（低入札価格調査対象工事） 

第４１条 本工事が、低入札価格調査制度調査対象工事（以下「調査対象工事」という。）に

該当した場合は、「千葉県企業局水道事業建設工事検査要綱」及び「中間検査実施細目」

（中間検査実施区分を規定）の定めに関わらず中間検査の指定対象工事として、中間検査を

実施する。 

２ 調査対象工事の中間検査は、「中間検査実施細目」に関わらず原則として２ヵ月に１回、

隔月ごと及び主要工種を考慮し施工上の変化点で行うが、実施時期は監督職員が指示する。 

３ 中間検査は、通知日までに完了した出来形部分の出来形確認及び技術的確認を行うが、支

払いの対象とはしない。 

 

（出来形検査） 

第４２条 本工事は出来形検査の対象である。 

２ 対象範囲及び実施時期は監督職員の指示によるものとする。 

 

第２章 材料 

 

（ＪＩＳ製品記号の適用） 

第４３条 設計図書中のＪＩＳ製品記号は、ＪＩＳの国際単位系（ＳＩ）移行（以下「新ＪＩ

Ｓ」という。）に伴い、全て新ＪＩＳの製品記号としているが、旧ＪＩＳに対応した材料を

使用する場合は、旧ＪＩＳ製品記号に読み替えて使用できるものとする。 

 

（材料確認） 

第４４条 本工事で使用する材料は、監督職員の確認を受けたものでなければならない。 
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２ 受注者は、立会が必要な材料確認項目を施工計画書に示し、監督職員の確認を受けること。 

３ 臨場での試験等によって使用に耐えなくなったものは、所定数量に算入しないものとする。 

４ 不合格品は直ちに現場から搬出し、受注者の負担により適切に処分するものとする。 

５ 現場加工して使用する材料については、加工後に監督職員の確認を受けること。 

 

（建設資材発注） 

第４５条 受注者は、本工事の施工に当たり、建設資材に係る納入契約を締結する場合には、

当該契約の相手方は千葉県内に主たる営業所（会社の場合は、「会社法（平成１７年法律第

８６号）」第７編第４章第２節により登記した本店をいう。）を有する者の中から選定する

よう努めるとともに、調達する建設資材は千葉県産（千葉県内で生産、加工又は製造された

建設資材をいう。）とするよう努めなければならない。 

 

（工事用水） 

第４６条 本工事で使用する工事用水は、事前に使用見込量を監督職員に提出し、その使用に

ついて承諾を得なければならない。 

２ 発注者は、水道事業に支障のない範囲で受注者に無償供与するものとする。ただし、給水

設備の設置及び管理については、受注者の負担において行うものとする。 

３ 受注者は、工事用水の使用量を計量し、監督職員へ報告するものとする。 

 

（杭引抜孔の埋戻し材） 

第４７条 杭引抜孔の埋戻し材は流動化処理土とし、下記の仕様によるものとする。ただし、

これによりがたい場合は監督職員と協議すること。 

項 目 仕 様 

一軸圧縮強さｑu 104kN/m2 

材料分離抵抗性（ブリージング率） 1％未満 

流動性（目標フロー値） 140㎜以上(打設時) 

湿潤密度 1.6g/cm3 

２ 流動化処理土の配合は、事前に室内配合試験を行い決定するものとする。なお、試験に先

立ち配合計画書を提出し、監督職員の承諾を受けること。 

 

（埋戻し用土砂） 

第４８条 配水池撤去箇所の埋戻しに使用する土砂は、現場発生土及び千葉市の管理用地（住

所：千葉市中央区生実町８７４−１付近）より採取した土砂とすること。なお、採取場所の

詳細は監督職員の指示による。 

 

（再利用品） 

第４９条 本工事により発生するマンホール材は、本工事で再使用することから現場内で保管
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すること。なお、保管場所については、監督職員の指示によるものとする。 

２ 破損等が甚大で再使用できないものについては監督職員の確認を受けなければならない。 

 

 

第３章  施工 

 

第１節 総括事項 

（施工管理） 

第５０条 本工事の施工管理基準は、当局が定める「水道工事施工管理基準」によるものとす

る。ただし、これに定めのない事項、または記載のない規格値等については、監督職員と協

議のうえ決定するものとする。 

 

（運搬車両等の遵守事項） 

第５１条 受注者は、工事の施工に当たって、次の事項を遵守するものとする。 

（１）積載重量制限を越えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

（２）さし枠装着車、不表示車等に土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

（３）過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引き渡しを受ける等、過積載を助

長することがないようにすること。 

（４）取引関係のある運搬事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車等を土砂等運

搬に使用している場合は、受注者は早急に不正状態を解消する措置を講じること。 

（５）建設発生土の処理及び骨材の購入等に当たって、受注者は下請事業者及び骨材納入業者

の利益を不当に害することのないようにすること。 

（６）工事車両を公道上に待機させてはならない。 

（７）工事車両は、付着した泥を落としてから公道に出るものとし、土砂が飛散した場合は、

直ちに清掃、散水等を行うこと。 

 

（施工手順） 

第５２条 本工事における施工手順は、図面「施工ステップ図（１）～（７）（参考図）」の

とおり想定している。 

 

第２節 土工 

 

（掘削工） 

第５３条 掘削法面の小段及び配水池撤去後の掘削底面には、雨水等の滞水を防止するため図

面に示す勾配を設けること。なお、現地盤の状況等により必要に応じて、滞水防止のための
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適切な処置を講じるものとする。 

２ 施工中の掘削法面については、点検により変状を早期に発見し、補修等の適切な対応をと

り、法面の安定確保に努めること。 

（覆土掘削及び配水池上部の施工制限） 

第５４条 既設配水池は年劣化等により耐力低下の恐れがあるため、配水池上部の覆土掘削に

あたっては、上部にバックホウ等の重機を配置または進入させてはならない。 

２覆土掘削は、配水池躯体外側からのロングアームバックホウの使用等、既設躯体に過度な上

載荷重を与えない方法で施工しなければならない。 

 

（建設発生土の取扱いと現場内利用） 

第５５条 本工事に伴い発生する建設発生土は、現場内利用を行うものとし、現場内に一時仮

置きの上、埋戻し材として流用するものとする。 

２ 流用する発生土のうち、表土については、埋戻し材の品質を確保するため、根株等の混入

物を分別した上で使用するものとする。ただし、土質の不適合等により、全量の現場内利用

が困難となった場合は、速やかに監督職員と協議すること。 

３ 仮置場は、場内の機械警備センサーの支障とならない位置に設ける必要があることから、

事前に監督職員の確認を受けること。 

４ 仮置場に搬出した建設発生土は、「千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の

発生の防止に関する条例及び施行規則」に基づき安全な法面勾配に成形し、常に構造的な安

定を確保しなければならない。また、土砂等のたい積の高さ(のり面の最下部と最上部の高

低差をいう。)は、民地への飛散を防止するため２ｍ以下とすること。 

５ 受注者は、仮置場に近接する既存施設に影響を与えないよう保全対策を十分に行わなけれ

ばならない。 

６ 受注者は、用地境界付近に土砂が流出しないよう対策を行わなければならない。また、隣

接地との間には、「千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関す

る条例及び施行規則」で定める幅（0.3 ヘクタール未満の場合は２メートル以上）の保安地

帯を設置すること。 

７ 土砂が飛散する恐れがある場合には、散水等必要な措置を講じること。 

 

第３節 構造物取壊し工 

 

（構造物取壊し工） 

第５６条 近隣家屋への低騒音・低振動対策として、主たる作業機械はコンクリート圧砕機を

使用するものとする。なお、これによりがたい場合は監督職員と協議すること。 

２ 構造物取壊し工の施工に当たっては、あらかじめ施工計画書を監督職員に提出しなければ

ならない。 

３ 受注者は、本施工が安全・確実に施工されていることを、常に確認しなければならない。 
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第４節 杭引抜工 

 

（不陸整正） 

第５７条 本工事における不陸整生は、配水池躯体を撤去後、既存杭引抜作業のための敷鉄板

を設置する目的で施工する。 

 

（杭引抜工） 

第５８条 本工事における杭引抜工法は、「ケーシング縁切引抜工法（吊下げ式）」とする。 

２ 杭引抜工のベースマシンはバックホウ山積 0.8m3 を想定する。 

３ これによりがたい場合は監督職員と協議すること。 

 

（杭引抜孔の埋戻し） 

第５９条 杭引抜孔の孔壁崩壊を防止するため、埋戻し材（流動化処理土）は杭引抜と同時に

杭引抜孔に注入すること。 

２ 孔内が均質かつ密実になるように十分な埋戻し材の撹拌を実施すること。 

 

（埋戻し材の品質管理） 

第６０条 受注者は、埋戻し材（流動化処理土）の強度確認のため、監督職員の立会いのもと

供試体を採取し、圧縮強度試験を実施しなければならない。 

２ 試験の実施材齢は 7日及び 28日とする。ただし、材齢 7日時点の試験結果において、所

定の設計基準強度を発現していることが確認された場合は、監督職員の承諾を得て材齢 28

日試験を省略することができる。 

３ 出来形確認方法については、監督職員と協議するものとする。 

 

第５節 仮設備 

（工事用電力設備） 

第６１条 電力施設を設ける場合は、「電気設備の技術基準」等関係諸法規を遵守し、関係諸

官庁等への手続に要する費用等の一切を受注者が負担するものとする。また、工事終了後は

速やかに撤去しなければならない。 

２ 電力設備には感電防止漏電遮断器を設置し、感電防止に努めること。 

３ 高圧配線、変電設備には危険表示を行い、接触の危険のあるものは、必ず柵、囲い、覆い

等、感電防止を行うこと。 

 

（仮囲い） 

第６２条 別途工事で設置されている仮囲いは、場内の工事箇所以外の施設への立入防止や近
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隣家屋や通行人に対する粉じんの飛散防止、機械音等の騒音を軽減する目的とするものであ

るため、本工事期間中これらを適切に維持管理すること。また、損傷等が生じた場合は監督

職員に速やかに報告し、復旧等の適切な処置を施すこと。 

 

（敷鉄板） 

第６３条 本工事における敷鉄板の設置、撤去及び転用は、図面「仮設計画図（1）～（7）

（参考図）」の施工ステップに基づき、同図に示す位置への設置、撤去及び転用を想定して

いる。 

２ スロープ部の敷鉄板には、作業員の安全確保及び車両の安全通行のため、現場状況に応じ

て滑り止めマットを設置する等、必要な安全対策を施すこと。 

 

（水替工） 

第６４条 本工事の水替工は、配水池撤去に伴う掘削部に滞水する雨水等の排除を目的として

行うものとする。 

２ 排水先については、監督職員と協議するものとする。 

 

（土のう） 

第６５条 本工事で設置する土のう（法肩に設置）は、配水池撤去に伴う掘削部への雨水等の

進入を防止する目的として行うものとする。 

２ 本工事における土のうの設置、撤去及び転用は、図面「仮設計画図（1）～（7）（参考

図）」の施工ステップに基づき、同図に示す位置への設置を想定している。 

 

（配管撤去後の処理） 

第６６条 本工事で栓設置を実施する箇所については、配管撤去後、直ちに栓を設置するもの

とする。ただし、当該栓の製作期間中は、安全確保および土砂の流出・異物混入を防ぐため、

当該栓設置箇所に適切な土のう詰め処理を施すこと。なお、製作完了後は速やかに正規の栓

を設置し、土のうを撤去すること。 

 


